
１．はじめに

現在、政府において、「予算編成プロセスの

改革（予算手法のイノベーション）」であると

か、「ニュー・パブリック・マネージメント

（NPM）の手法の活用」といった新たな試み

が行われている。

簡単に言えば、市場原理が働きにくいとされ

る公的部門（パブリック・セクター）に、民間

経営の手法を導入するなどして、より効率的な

予算編成・執行を行おうという工夫である。

予算の効率化・合理化という課題は、今更新

たに取り組むべき問題ではなく、従来から唱え

られてきたところであるが、折しも、わが国の

国家財政は、公債依存度が44.6％と歳出総額の

半分近くを借金で将来世代に先送りするなど、

先進国の中で最悪の状態にあり、財政構造改革

が不可欠となっていることが、こうした新しい

動きの背景にある。また、情報公開・開示とい

った流れのなかで、政府の国民に対する説明責

任の重要性が高まってきていることも、もう一

つの背景としてあると言えよう。

昨年６月の「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針2003」（平成15年６月27日閣議決定）

―いわゆる“骨太３”―においても、「予算編成

プロセス改革」として、「財政構造改革を進め

るに当たっては、予算の質の改善・透明性の向

上が重要である。」とされているところである。

本稿においては、平成16年度予算編成におけ

る新たな取組みについて、それぞれの趣旨・概

要を紹介するとともに、こうした取組みやわが

国におけるNPM 論議の課題について、私見

を交えつつ敷衍することとしたい。

２．具体的な方策の趣旨・概要と今後の課題

（１）予算執行調査とその反映

経緯>

これは、塩川前財務大臣のイニシアティブ

で平成14年度から始められたものである。同

前大臣は、「主計局は予算をつけたらそれで

終わりというのではなく、つけた予算の執行

状況を現場に行ってちゃんと見て来い。それ

を次の予算編成にフィード・バックしろ。そ

れで初めて財政当局としての責任を果たせる

んやろ。」と叱咤された。予算編成（Plan）

に終わらず、執行（Do）の状況を調査

（Check）し、次の予算に反映（Action）し

て初めて『プラン・ドゥ・チェック・アクシ

ョン』のサイクルが完結するということであ

る。

もとより、主計局においては、財政法や会

計法等の規定に基づき、各府省の予算執行の

状況や決算の内容をチェックする機能が付与

されていたところであるが、塩川前大臣の指

示を契機として、新たに、各予算を実際に担
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当した主計官や主査等が、自ら査定した予算

が如何に費用効率的に、如何に便益効果的に

執行されているかを、実地に調査する「予算

執行調査」を開始したのである。

調査等の流れ>

実際には、予算編成が終わった年明けから

調査対象事業の選定に取りかかり、国会にお

ける予算審議に係る仕事が一段落する４月ご

ろから、財務局（財務省の地方支分部局）の

協力を得つつ、それぞれが担当する予算の事

業の現場に赴いて予算の執行状況の調査を行

い、調査結果を主計局長の主宰する「予算執

行評価会議」で検討・評価した上で、６月末

頃を目途に公表し、翌年度の予算編成（要

求・査定）に反映させ、年末にその反映状況

を公表している。14年度においては、43事業

を対象とし、15年度予算に▲189億円の削減

を反映した。15年度においては、51事業を対

象とし、16年度予算に▲492億円の削減を反

映した。

具体的な調査の結果とその予算への反映

状況については、財務省のホーム・ページ

を参照いただきたい。

会計検査院の会計検査等との違い>

この財務省主計局が行う「予算執行調査」

は、会計検査院が行う「会計検査」や総務省

が行う「行政評価・監視（旧行政監察）」、各

府省が行う「政策評価」と、概ね次の３点で

異なっている。第１点は、調査等を行う主体

（の立場）の違いである。財務省主計局は査

定を行った当事者であり、当事者なるが故の

詳しさと、査定担当者としての責任意識をも

って調査に当たる。これに対し、会計検査院

や総務省は要求した側でも査定した側でもな

く、第３者の評価専担機関として、客観的立

場から検査等を行う。一方、各府省は、自ら

要求を行い予算の執行を行った者として、予

算執行に第一義的責任を負う立場で、自らを

評価するのである。第２点は、調査等の視点

（のウェイト）の違いである。会計検査院の

会計検査や総務省の行政評価・監視は、予算

執行が法令や予算に則って適正に行われてい

るかという「合規性」のチェックが先ずもっ

て基本であるのに対し、財務省主計局の予算

執行調査は、各府省の政策評価とともに、費

用の「効率性」や便益の「有効性」のチェッ

クに主眼が置かれている。第３点は、調査対

象のカバレッジの違いである。会計検査院の

会計検査や各府省の政策評価がいわゆる悉皆

調査であるのに対し、財務省主計局の予算執

行調査は、総務省の行政評価・監視とともに、

いわゆるサンプル調査である。

会計検査院等との連携>

こうした各々の機能の異同を踏まえつつも、

各機関とも予算の執行をチェックする機能を

有しているという意味では共通しており、相

互に連携を図っていくことが重要である。財

務省主計局は、予算編成（Plan）を司り、

各機関の調査等の結果を次なる予算編成にお

いて活かしていく役割（Action）をも担っ

ていることから、こうした連携の要として機

能すべきであり、会計検査院や総務省との間

で、それぞれ、意見交換や情報交換等を密に

行うルートを幹部レベルや実務者レベルで重

層的に築くとともに、各府省との間でも、予

算執行調査の円滑な実施やその結果の的確な

反映等について実効を上げるための連絡会議

を適時開催しているところである。

今後の課題>

今後とも、このような各機関との連携を図
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りつつ、査定当局として、納税者の視点に立

ち、問題意識を持って的確な対象事業の選定

及び調査を行い、調査結果を予算編成（要

求・査定）に十分反映していくことが重要で

ある。

（２）政策評価の活用

経緯>

平成13年の中央省庁等改革の一環として、

国民本位の効率的で質の高い行政の実現、成

果重視の行政への転換、行政の説明責任の向

上を目的とした政策評価制度が導入され、平

成14年４月から、いわゆる政策評価法が施行

された。本制度は、各府省が、自らの政策に

ついて、必要性、効率性、有効性等の観点か

ら、自己評価を行うことを基本としている。

このほか、総務省が、複数の府省にまた

がる政策について横断的な評価を行ったり、

各府省の政策評価の客観性をチェックする

ための評価を行うこととされている。

政策評価法の第４条においては、「政府は、

政策評価の結果の取扱いについて・・・予算

の作成・・・に当たりその適切な活用を図る

ように努めなければならない。」とされてい

る。予算編成への直接的な『反映』は問わな

いまでも、適切な『活用』について、努力義

務規定を置いたのである。

活用の状況>

これを踏まえ、財務省主計局においては、

平成14年度から（平成15年度予算編成から）、

概算要求に当たって、要求に係る各施策の意

図・目的、必要性、効率性、有効性等を整理

した「政策評価調書」の提出を求めたところ、

各府省から、2,500を超える調書が提出され

た。主計局では、この調書を参考として、要

求・要望の中身の精査、優先性の判断を行い、

歳出の質の改善、予算の重点化・効率化を図

るよう努めたところであり、その結果につい

ては、年末に「政策評価の活用状況」と題す

る資料を公表したとおりである。

詳細については財務省のホーム・ページ

を参照いただきたい。

活用状況の実態を概観すれば、残念ながら

「政策評価調書」は査定の「座右の銘」と称

するにはほど遠かったと言わざるを得ない。

上記公表資料にも記したように、定性的・抽

象的な記述にとどまっていたり、客観性・中

立性が担保されていなかったりして、査定の

参考として活用することが困難なものが多か

ったのである。

今後の課題>

このような現状を踏まえ、今後は、各府省

において、政策評価の客観性・中立性の向上

や定量性・具体性の向上に一層取り組んでい

く必要がある。また、先進各国の中で唯一わ

が国のみ、政策評価制度を財政当局以外の役

所が所管しているという特異性があるが、所

管省たる総務省においても、各府省の政策評

価の客観性を向上すべく、十分かつ円滑な対

応が望まれる。さらに、一部には、政策評価

の実効を上げるために、政策評価と予算書・

決算書との整合性を向上させるべきであり、

予算書・決算書を政策・施策・事業毎にきち

んと系統立てて仕切るべきであるとの意見も

ある。この観点からは、異なる事業等への財

政資金の振替えが一定程度できる現行予算・

決算の仕組み・区分は、政策評価になじみ難

く、甘いのではないか、との指摘もなされて

いる。

また、政策評価が的確に行われた場合にお

いても、その評価結果を如何にして予算に適

切に活用するかという点も、重要かつ難しい
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課題である。

この点については、３（２）で改めて論

じたい。

（３）特別会計の見直し

経緯>

これは、昨年春の国会における予算審議で、

「特別会計については予算統制が甘いのでは

ないか」といった質問（指摘）に対し、塩川

財務大臣（当時）が、比喩的表現として「母

屋でおかゆをすすっているのに離れで子供た

ちがすき焼きを食べているようなものだ」と

呼応し、財政制度等審議会に特別会計小委員

会を設けて審議することとなったのが発端で

ある。

特別会計のメリット・デメリット>

一般会計とは別に特別会計を設けて区分経

理することの意義は、受益と負担の関係を明

確にし、収支採算性の維持・向上を図ること

ができるといった点にある。しかし、財政の

基本は、ユニタリー・バジェット（単一会

計）であり、特別会計が多数設置されると財

政の一覧性が阻害されるとともに、会計が分

立すると予算全体としての効率性が損なわれ

かねない。財政法においても、特別会計の設

置を限定的、例外的に認めている所以である。

見直しの概要>

特別会計の見直しに着手した15年春、各方

面から「幾つ減らすのか。どこを潰すのか。」

といった関心が寄せられた。しかし、例えば、

道路整備特別会計や港湾整備特別会計など公

共事業関係の５つの特別会計を１つに束ねて

公共事業特別会計とし、道路整備勘定、港湾

整備勘定・・・などと整理することによって

特別会計の数を減らしても国民にとっては何

の意味もない。また、国有林野特別会計を一

般会計に吸収併合するよりも、特別会計とし

て残置させつつ国有林野事業の収支改善状況

を国民の前に区分経理して提示する方がよい

であろう。

こうした見地から、中味の見直し抜きにい

たずらに数合わせに陥る愚を排し、先ずは、

①事務事業の見直しを地道かつ徹底的に行い、

必要性や効率性の観点から廃止・縮減を進め、

次いで、そうした歳出面での合理化に伴って、

②一般会計からの繰入れや、借入れの縮減な

ど歳入面での見直しを行うとともに、③当該

特別会計の事務事業の全てを廃止すべき場合

や、その運営主体を一般会計あるいは民間等

に委ねるべき場合には、特別会計として区分

経理すること自体を見直すべきである。また、

④特別会計に対する国民的視点からのガバナ

ンスを強化するため、国民にとって分かり易

い説明の工夫や、企業会計的手法を活用した

財務書類の充実を図る必要がある。

以上のような基本的考え方のもと、50項目

を上回る具体的方策の提言がなされ、これを

踏まえ、16年度予算において、可能な限りの

見直しを進めた結果、特別会計の歳出削減や

一般会計からの繰入れの縮減等、全体で

5,000億円以上の見直しを行ったところであ

る。

財政制度等審議会特別会計小委員会の報

告書とその予算への反映状況等については、

財務省のホーム・ページを参照いただきた

い。

今後の課題>

今後とも、上記具体的提言について所要の

深堀りをするほか、予算執行調査の結果等に

基づいて新たな見直しを行うとともに、ディ

スクロージャーの工夫によって、幅広く国民
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各層からの改善提案・叱責を喚起しつつ、不

断の見直しを行っていくべきである。

（４）モデル事業

経緯>

モデル事業は、いわゆる“骨太３”を踏ま

え、16年度予算において試行的に導入するこ

ととしたものである。

概要>

これは、限られた財政資金を効率的に活用

する観点から、「プラン・ドゥ・チェック・

アクション」の考え方に基づき、定量的なア

ウトカム目標（プラン）を立て、事後に厳格

な評価（チェック）を行うとともに、目標の

効率的達成のために各事業の性格に応じた予

算執行の弾力化（ドゥ）を行い、その効率化

効果を予算に反映（アクション）するという

ものであり、16年度予算においては、９府省

10事業、699億円についてモデル事業とした

ところである。

詳細については財務省のホーム・ページ

を参照いただきたい。

事後評価については、財務省として各府省

からの報告徴求とともに予算執行調査を行う

予定である。また、執行の弾力化については、

年度をまたぐ予算執行の弾力化と、予算費目

の大括り化や流用の弾力化を講じたところで

あるが、これらの措置は、単に予算を使い易

くすることが目的ではなく、トータルコスト

を抑制し、予算を効率的に使うようにするこ

とが目的であることに留意すべきである。こ

れにより、モデル事業は、できるだけ少ない

予算で、国民生活本位の高い成果を挙げるこ

とを目指した、費用対効果の高い予算づくり

のための試みであると言える。

今後の課題>

構造改革と経済財政の中期展望―2003年

度改定」（平成16年１月19日閣議決定）にお

いては、「新しい予算編成プロセスをモデル

事業として拡大していく」とされており、費

用対効果の高い予算としてのモデル事業に積

極的に取り組んでいくべきである。なお、今

後行われる事後評価の結果を、如何に的確に

後年度の予算に反映していくかが、残された

課題である。

この点については、３（２）で改めて論

じたい。

３．わが国におけるNPM 論議の課題

新しい予算編成プロセスの動きとしては、以

上のほか、民間の潜在力を最大限引き出すため

の制度改革・規制改革等の施策と予算の組合せ

である「政策群」や、「中部国際空港等の民間

手法の活用」や、「公会計制度の拡充」等があ

るが、これらの詳述は紙面の都合上割愛し、最

後に、わが国におけるNPM の課題として小

職が悩ましく感じているところを幾つか述べて

みたい。

（１）NPM の目的の明確化

ニュー・パブリック・マネージメントとは、

冒頭述べたように、公的部門に民間の経営手

法を取り入れるものである。これは、あくま

で一つの政策手段であるが、その政策目的は

一体何であるのか、わが国においては、やや

不明確ないし同床異夢となっている面がある

ように思う。時として、NPM という政策手

段自体が自己目的化し、NPM のためのアメ

（誘因）を増やすべきといった議論までなさ

れているのは、本末転倒でさえある。

政策目的について筆者が関心を抱いてい
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る／疑問に思っているのは、端的に言えば、

「歳出の量的改善（歳出削減）」を目的とす

るのか、「歳出の質的改善（スクラップ・ア

ンド・ビルドやメリハリ）」を目的とするの

か、「歳出の説明責任（アカウンタビリテ

ィ）」を目的とするのか、ということである。

もとより政策目的を一つに絞り込む必要はな

いが、これらのうちどれとどれを狙いとする

かである。

スウェーデンやニュージーランドなど、

NPM の先駆けと言われている国では、かつ

て財政運営が行き詰まって自国通貨が暴落す

るほどの危機に瀕し、財政再建が至上命題と

なり、トップ・ダウンで、中長期的視野に立

ちつつ、歳出予算の削減を断行した。その際、

例えば10の歳出を８に削る、しかし行政サー

ビス水準が10分の８に低下するのはしのびな

いということで、現場に一定のフリーハンド

（予算執行の自由度）を与えて、なんとか行

政サービス水準が例えば10分の９でとどまる

ように「やり繰り」をさせたのである。これ

に対し、日本では、前段の「歳出削減」の議

論を抜きにして、「現場が一番よく知ってい

るのだから、現場に自由度を与えてやらせて

くれ。事後評価をきちんとするから。」とい

う部分だけを取り出した議論が政府の一部で

なされている。先進国の中で他に類例をみな

いほどの大幅な財政赤字と債務残高を抱える

わが国においては、「歳出の量的改善」を当

然に（NPM の）政策目的の一つとすべきで

あって、スクラップ・アンド・ビルドやメリ

ハリといった「歳出の質的改善」だけにとど

まるとか、「歳出の説明責任」さえ果たせば

よいということではないのではないだろうか。

（２）厳格な事後評価と事後統制の困難性・必

要性

NPM は成果重視が一つのポイントとされ、

事後評価に重きが置かれるが、事後評価（チ

ェック）を厳正に行うことと、その評価結果

を的確に反映・活用（アクション）すること

は、いずれも実は容易ならざる課題である。

厳格な事後評価の困難性>

厳正な評価を行うためには、予め定量的な

目標を立てておくだけでなく、評価に恣意性

が入り込む余地のないように、評価方法も予

め客観的に確立しておかなければならない。

その際、第３者による客観的かつ専門的なチ

ェック体制や、公表も重要である。また、ア

ウトカム目標については、外部要因が作用し

てしまうため、他の要因のお蔭で成功したと

か、他の要因のせいで失敗したという結果に

終わる可能性があり、外部要因を排除した成

果を正しく評価する必要があるが、その抽出

を的確に行うことには多大な困難が伴う。

さらに、外部要因を排除した成果（成功・

失敗）の原因が、行政府の予算執行の巧拙に

帰着されるべきものなのか、当該政策自体の

本質的な効率性・有効性に帰着されるべきも

のなのか、その峻別を的確に行うことも容易

ではない。この峻別が明確に行い得ない限り、

成果が不十分な場合でも、どれだけ行政府の

責任が問われるべきで、どれだけ政策の内容

や予算配分を見直すべきなのかが、曖昧なま

まになってしまうのである。

事後統制の困難性>

事後評価が厳正に出来たとしても、その反

映・活用（アクション）を的確に行うことは

更に難しい。費用対効果が企図・期待したよ

り高かった場合、パフォーマンスがよいから
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予算を重点配分（増額）しようという考え方

と、費用が少なくても所期の目的を達し得る

のだから予算は減らしてもよいという考え方

と、どちらにも合理性がある。同様に、費用

対効果が低かった場合、予算を削るべきなの

か増やさざるを得ないのかも両方考えられる。

NPM を推進しようとしている諸外国でも、

この問題はアプリオリに機械的処理すること

の出来ない問題としてとらえられており、結

局ボウティング（投票）によって決めるしか

ないとの見方もある。

仮に、「事前統制」たる予算統制を緩める

一方で、厳正な事後評価とそれを踏まえた的

確な「事後統制」の実施が担保されないとす

れば、血税の使途について「事前統制」も

「事後統制」もともに緩慢という事態に陥り

かねず、納税者の視点から許されないであろ

う。

なお、そもそもNPM においては、予算

統制から事後評価へとシフトしたのではなく、

（１）で述べたように、中長期的視野に立ち

つつ歳出予算の削減を行ったのであって、決

して予算統制を緩めたのではない。予算統制

を緩めて財政再建に成功した国など存在しな

いのである。

一部に、「事前統制」から「事後統制」

への流れは、規制緩和がそうであるように

今や時流である、といった意見があるが、

これは早計である。経済取引に係る規制緩

和といえども、事後統制（チェック）の結

果として、監視体制・取締体制の強化や、

罰則規定の強化などによって牽制・予防を

図るという事前統制への反映（アクショ

ン）があり、一方的に事後統制にシフトす

るだけでは決してない。また、自由な経済

活動によって如何なるリターンを得ようと

得まいと、元々自らのオウン・リスクで資

金を得てチャレンジする訳だから、他人か

らとやかく言われる筋合いはないが、予算

編成は、国民の血税の使途を決定づけるも

のであって、憲法に規定されているとおり、

事前統制をなくすことなど考えられない。

（３）インセンティブの付与について

事後評価の結果を踏まえたアクションの一

環として、成功事例にはプライズを与え、失

敗事例にはペナルティを与えるという形でイ

ンセンティブを付与することが考えられる。

このうちのプライズの一方策として、目標を

達成してなお予算に使い残しがある場合、余

った予算の一部を当該執行部署にある程度自

由に使わせることとしてはどうか、という意

見がある。行政府に予算節減のインセンティ

ブを与えるという意図は十分に理解できるが、

幾つかの点で慎重に検討すべき問題をはらん

でいる。

行政府の功績を識別する必要性>

まず、行政府にプライズを与えることが適

当なのは、（２）で述べたように、成果（成

功）のうち、外部要因に依る部分や当該政策

自体の本質的な効率性・有効性に依る部分を

除いて、純粋に行政府の予算執行の功績に依

る部分のみをベース（対象）とすべきであり、

その的確な抽出・峻別が必要である。

財政民主主義に反する惧れ>

その点は置くとしても、行政府へのプライ

ズとして血税の使途裁量権を付与するという

のは、納税者の意思を顧みず、財政民主主義

の精神に反する惧れがある。薪炭の節約に功

労のあった木下藤吉郎に清洲城の城壁の修理

や墨俣城の築城が一任されたり、某自動車メ

ーカーの中で優秀なスタッフグループに使途
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自由の予算が委ねられたりするのは、それが

織田家のカネであり、当該自動車メーカーの

カネだからであって、そもそも「○○省予

算」というのは、○○省の『可処分所得』な

どではなく、○○省が『国会の指示に従って

予算執行することを委ねられた金額』に過ぎ

ないのである。近年の国会における予算審議

でも、社会保険事務費を巡る論議のように、

行政府の恣意的、裁量的判断（独断）による

予算執行がなされているのではないかと目さ

れたものについては厳しい詮議が行われてい

るところである。

なお、余った予算の一部を当該執行部署が

ある程度自由に使った結果として、「必要性

の乏しい使途や不効率な使途への支出であり

無駄だ。不用に立てて債務償還財源に回した

方がよかったではないか。」との誹りを免れ

ない場合、当該執行部署がどう責任をとるの

かを真面目に考えると、陳謝したり人事考課

でペナルティを与えても、費消された予算は

戻って来ないことから、そういう意味でも、

国会における予算審議を経ておくべきであろ

う。

資金配分の効率性上の課題>

資金配分の効率性を確保する観点からは、

予算に不用が生じた場合にその使途をどうす

るかについては、改めて査定と国会の議決を

経ることにより、納税者ないし国民の総意を

もって決定すべきであり、政府の一部の部署

（不用が生じた部署）の意思のみでこれを決

定することは、限られた財政資金の配分のベ

スト・チョイスたり得ない。折しも、特別会

計の見直し論議においても、「余剰を生じた

特別会計が、当該余剰は自分のものであり自

ら勝手に使うのだといった既得権を主張する

のはおかしいではないか」、「ユニタリー・バ

ジェットの観点から、余剰は国家財政全体と

して有効活用すべきだ」、との議論がなされ

ているところである。

その他>

さらに言えば、今や特例国債だけでも年間

約30兆円も発行してツケを先送りしている状

況の下で、余った予算を当該部署で使ってし

まおうといった話が果たして国民の納得を得

られるであろうか。国民負担率の上昇を極力

抑制するためには年金給付等についても切り

詰めざるを得ないといった議論をしている一

方で、果たして許容されるであろうか。民間

経済においては大いにリストラを進めてきて

いる中で、理解されるであろうか。歳出予算

の半分近くを借金している現状に鑑みると、

10の予算のうち３や４を使い余した程度では、

借金で賄っている部分が減るだけであって、

新たな歳出に振り向ける余裕など生じてはい

ないのである。

以上、３においては、わが国における

NPM 論議について筆者が悩ましく感じてい

るところを開陳した。予算の「プラン・ド

ゥ・チェック・アクション」のマネージメン

ト・サイクルにおいて、健全な財政運営を行

っていくためには、「プラン」は、単に個々

の施策等についてアウトカム・ベースの定量

的な目標を立てればよいというものではなく、

マクロ的、中長期的視点から果断な歳出管理

を行うことが先ずもって必要である。また、

「チェック」や「アクション」を厳格かつ的

確に行うことの難しさを十分認識し、その精

度の向上を図っていく必要がある。
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